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シンガポールは、1992年の法律である汚職・麻薬取引その他の重大犯罪
（利益没収）法（CDSA）でマネーロンダリングを犯罪としています。同
法は現在、国内外で行われた重大犯罪を対象としており、2013年からは租
税犯罪、2024年からは外国の環境犯罪も含まれます。2024年以降、同法は
軽率・過失によるマネーロンダリングとマネーミュール行為も処罰してお
り、検察は洗浄された財産が実際に犯罪収益であることを立証する必要が
なくなりました。MAS通達（Notice）626およびこれに対応する通達は、
金融機関に対し、実質的支配者を特定し、重要な公的地位を有する者
（PEP）に強化された措置を適用し、顧客の資産の由来を裏付けることを
求めています。業務の過程で財産が犯罪に関連していると疑う者は誰で
も、疑わしい取引届出室（STRO）に届け出なければなりません。STROは
2024年に85,988件の届出を受理しましたが、届出と捜査が職業的なマネー
ロンダリング実行者の訴追に結び付く例は依然として限られています。
2026年の金融活動作業部会（FATF）の審査は、シンガポールを通常フォ
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ローアップの対象とし、その調整を高く評価しました。その一方で、制裁
の強化、検証された実質的支配者情報、そして大規模なマネーロンダリン
グを可能にする仲介者の訴追の拡大を求めました。
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